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(57)【要約】
　腹腔鏡手技に使用するための開創器は、上部開創器環
、下部開創器環、及び上部開創器環と下部開創器環との
間に延びて、医療手技中に器具又は開業医の手が通過し
得る管状の通路を形成する開創器シースを含む。開創器
シースは、下部開創器環と上部開創器環との間に延びる
楕円形の通路を含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　腹腔鏡手技に使用するための開創器において、
　上部開創器環と、
　下部開創器環と、
　前記上部開創器環と前記下部開創器環との間に延びて、医療手技中に器具又は開業医の
手が通過し得る管状の通路を形成する開創器シースと、を備え、
　前記開創器シースが、前記下部開創器環と前記上部開創器環との間に延びる楕円形の通
路を含む、開創器。
【請求項２】
　前記上部開創器環が剛性である、請求項１に記載の開創器。
【請求項３】
　前記上部開創器環が円形である、請求項２に記載の開創器。
【請求項４】
　前記上部開創器環が円形である、請求項１に記載の開創器。
【請求項５】
　前記下部開創器環が可撓性である、請求項１に記載の開創器。
【請求項６】
　前記下部開創器環が楕円形である、請求項１に記載の開創器。
【請求項７】
　前記下部開創器環が円形である、請求項１に記載の開創器。
【請求項８】
　前記下部開創器環が楕円形である、請求項５に記載の開創器。
【請求項９】
　前記下部開創器環が円形である、請求項５に記載の開創器。
【請求項１０】
　前記楕円形の通路の周長（Ｐ）が、その小さい直径（ｄ）及びそのより大きい直径（Ｄ
）の関数として、以下の式：

【数１】

　で表される、請求項１に記載の開創器。
【発明の詳細な説明】
【開示の内容】
【０００１】
〔発明の背景〕
１．発明の技術分野
　本発明は、創傷開創器に関する。より詳細には、本発明は、腹腔鏡手術により使用され
、また手補助下の腹腔鏡手術に使用されるシールと共に使用される、楕円形の創傷開創器
に関する。
【０００２】
２．関連技術の説明
　腹腔鏡手技中、腹腔を膨張させて、作業空間の容積を増大させる必要がよくある。これ
は吹送ガスの使用を介して達成され、吹送ガスは腹壁を上昇させるに十分な圧力に維持さ
れる必要がある。吹送ガスにより供給される圧力は、一般に、シールアセンブリを腹腔鏡
手術のアクセス地点にて位置決めすることにより制御される。シールは、開創器を使用す
ることにより、腹腔を実質的に密封するようにして、創傷と接続される。開創器は、シー
ルアセンブリと組織に沿った内部壁との間に延びる。
【０００３】
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　腹腔を密封するのに加えて、開創器は、創傷に隣接する組織に、擦過、細菌又は他の汚
染物質からの保護を提供する。開創器はまた、器官に損傷を与える危険を最小限にしなが
ら、器官が除去されることを可能にする。
【０００４】
　現在外科手技に使用されている多数の開創器デバイスは、退縮を行うよう設計された可
撓性の円筒形スリーブ（円形の断面）を使用している。切開開口部内に配置された際に、
円筒形スリーブは、開口部内にフィットされるよう圧搾され得る。切開開口部に配置され
た後、円筒形スリーブの剛性は、切開口が切開壁の圧縮力に対抗してどれくらい開放状態
を保つかを決定する。しかしながら、スリーブが極めて高い剛性を有してその円形の断面
を維持しない限り、スリーブは、スリーブの剛性に基づき小さい「ｄ」（即ち、切開方向
に直交する切開開口部の幅）及び大きい「Ｄ」（即ち、切開方向に平行な切開開口部の幅
）の対応する値を有する、楕円形を形成するであろう。円形を達成するためには、スリー
ブの切開開口部内への配置を阻止する程迄、スリーブの剛性を増大させ得るのみである。
【０００５】
　それらの開創器の実用性に鑑みて、現存する開創器を改善する試みが進行中である。
【０００６】
〔発明の概要〕
　したがって、本発明の目的は、腹腔鏡手技に使用するための開創器を提供することにあ
る。開創器は、上部開創器環、下部開創器環、及び上部開創器環と下部開創器環との間に
延びて、医療手技中に器具又は開業医の手が通過し得る管状の通路を形成する開創器シー
スを含む。開創器シースは、下部開創器環と上部開創器環との間に延びる楕円形の通路を
画定する。
【０００７】
　本発明の目的は、上部開創器環が剛性である開創器を提供することにもある。
【０００８】
　本発明の目的は、上部開創器環が円形である開創器を提供することにもある。
【０００９】
　本発明の目的は、下部開創器環が可撓性である開創器を提供することにもある。
【００１０】
　本発明の目的は、下部開創器環が楕円形である開創器を提供することにもある。
【００１１】
　本発明の尚更なる目的は、下部開創器環が円形である開創器を提供することにある。
【００１２】
　本発明の更なる目的は、上述したような開創器を有するシールアセンブリを提供するこ
とにある。
【００１３】
　最後に、本発明の目的は、楕円形の通路の周囲（Ｐ）が、その小径（ｄ）と大径（Ｄ）
の関数として以下の式：
【数１】

　で表される、楕円形の通路を有する開創器シースを提供することにある。
【００１４】
　本発明の他の目的及び利点は、以下の詳細な説明を、発明の特定の実施形態を示した付
属の図面と共に参照することで明らかとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】切開口内に挿入される前の、本発明による腹腔鏡シールアセンブリの斜視図。
【図２】図１に示した腹腔鏡シールアセンブリの平面図。
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【図３】本発明によるシールキャップの斜視図。
【図４】本発明による開創器の斜視図。
【図５】図４に示した開創器の平面図。
【図６】切開口内に挿入され、捻られた腹腔鏡シールアセンブリの平面図。
【図７】切開口の可能な形状を示す概略図。
【図８】切開口の可能な形状を示す概略図。
【図９】切開口の可能な形状を示す概略図。
【００１６】
〔好適な実施形態の説明〕
　本発明の詳細な実施形態をここに開示する。ただし、開示される実施形態は、本発明を
あくまで例示するものに過ぎず、本発明はさまざまな形態で実施され得るものである点は
、理解を要する。したがって、本開示の詳細は、限定としてではなく、当業者に本発明の
製造及び／又は使用方法を教示する基礎としてのみ解釈されるべきである。
【００１７】
　本発明によれば、また図１～図６を参照すると、本発明による開創器１０が開示されて
いる。本開示によれば、開創器１０は、手補助下の腹腔鏡手技に使用されるシールアセン
ブリ１２に固定して示されている。シールアセンブリ１２は、参照により本明細書に組み
入れられる、「ラチェット機構を有する、手補助腹腔鏡シールアセンブリ（HAND ASSISTE
D LAPAROSCOPIC SEAL ASSEMBLY WITH A RATCHET MECHANISM）」と題された２００７年３
月６日出願の、同一所有者の（commonly owned）米国特許出願第１１／７１４，２６７号
に開示されているものと同様であってもよい。本開創器１０はシールアセンブリ１２と共
に使用するよう開示されているが、当業者は、体腔３０へより接近することを所望する場
合に、それ自体で本開創器１０が使用され得ることを理解するであろう。
【００１８】
　手短には、開創器１０は、上部開創器環１４、下部開創器環１６、及び上部開創器環１
４と下部開創器環１６との間に延びて、医療手技中に器具又は開業医の手が通過し得る管
状の通路２０を形成する開創器シース１８を含む。開創器シース１８は、下部開創器環１
４と上部開創器環１６との間に延びる楕円形の通路２０を画定する。本発明の好ましい実
施形態によれば、開創器１０は固定長の開創器であるが、当業者は、本発明の概念が、本
発明の趣旨から逸脱せずに「巻き上げ式」開創器に適用できることを理解するであろう。
【００１９】
　より詳細には、開創器１０は、上部開創器環１４及び下部開創器環１６を含む。上部開
創器環１４は、好ましくはポリカーボネートから構成された剛性の環部材であり、下部開
創器環１６は、好ましくはポリウレタンから構成された可撓性の環部材である。ポリカー
ボネート及びポリウレタンがそれぞれ好ましい材料として開示されているが、当業者は、
本発明の趣旨から逸脱せずに、他の材料を使用することができることを理解するであろう
。例えば、ＡＢＳ（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン）、炭素充填ナイロン及び
／又はＶＥＣＴＲＡ（液晶ポリエステル）等の高パフォーマンス熱可塑性樹脂を上部開創
器環の製造に使用し得る一方、ポリエチレン及び／又はＰｅｌｌｅｔｈａｎｅ等の熱可塑
性ポリウレタンエラストマーを下部開創器環の製造に使用し得ることが想定される。
【００２０】
　上部開創器環１４及び下部開創器環１６は、弾性の開創器シース１８によって接続され
て管状の通路２０を形成し、この通路を器具又は開業医の手が医療手技中に通過し得る。
好ましい実施形態によれば、開創器シース１８は、ポリウレタンから構成されている。ポ
リウレタンが好ましい材料として開示されているが、当業者は、本発明の趣旨から逸脱せ
ずに、シリコン及びポリエチレン等の他の材料を使用することができることを理解するで
あろう。以下により詳細に説明するように、開創器シース１８は、開創器１０が上部開創
器環１４から下部開創器環１６へ延びるときの長手方向軸に実質的に直交する平面内で見
た場合、実質的に楕円形の断面を有する中央本体部分４４により形成されている。
【００２１】
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　好ましい本発明によれば、上部開創器環１４は、器具又は開業医の手が通過し得る空間
を最大にするよう円形にて形成される。より詳細には、本発明の好ましい実施形態によれ
ば、上部開創器環１４は、開創器１０が上部開創器環１４から下部開創器環１６へ延びる
ときの長手方向軸に実質的に直交する平面内で見た場合、円形の断面を有する。
【００２２】
　以前に述べたように、下部開創器環１６は可撓性である。好ましい実施形態によれば、
下部開創器環は円形の断面形態を有するよう構成されるが、楕円の断面形態を有するよう
構成されてもよいことが想定される。より詳細には、下部開創器環１６は、開創器１０が
上部開創器環１４から下部開創器環１６へ延びるときの長手方向軸に実質的に直交する平
面内で見た場合、楕円又は円形の断面を有する。しかしながら、また以下の開示に基づき
当業者が確実に理解するように、下部開創器環の形状は、本発明の趣旨から逸脱せずに、
特定の用途に適したように変更されることができる。
【００２３】
　円形の上部開創器環１４及び下部開創器環１６に対する開創器シース１８の適合性を高
めるために、開創器シース１８は、上部開創器環１４及び下部開創器環１６のそれぞれに
隣接する範囲において、上部開創器環１４及び下部開創器環１６の形状に適合するよう成
形される。したがって、開創器シース１８は、上部開創器環１４に隣接して円形であり、
下部開創器環１６に隣接して円形又は楕円形のいずれかである。この点を考慮して、開創
器シース１８は、上部開創器環１４に隣接した上部移行部分４６を含み、この部分は、実
質的に円形の断面形状を有する上部開創器環１４から、実質的に楕円形の断面形状を有す
る中央本体部分４４へ延びる。同様に、開創器シース１８は、下部開創器環１６に隣接し
た下部移行部分４８を含み、この部分は、実質的に円形又は楕円形の断面形状を有する上
部開創器環１６から、実質的に楕円形の断面形状を有する中央本体部分４４へ延びる。
【００２４】
　上述したように、開創器シース１８は、開創器１０が上部開創器環１４から下部開創器
環１６へ延びるときの長手方向軸に実質的に直交する平面内で見た場合に、楕円形の断面
形状を有する管を形成するよう成形された中央本体部分４４を含む。より詳細には、開創
器シース１８の楕円形の中央本体部分４４は、長さ寸法２２と幅寸法２４とを含み、長さ
寸法２２は、幅寸法２４よりも大きい。その結果、開創器シース１８は、円形である上部
開創器環１４から、楕円形である開創器シース１８の中央本体部分４４へ、次に略楕円形
又は円形である下部開創器環１６へ延びるときに断面形状が変化する。形状の変化は、上
部移行部分４６及び下部移行部分４８を含めることにより達成される。
【００２５】
　以下により詳細に説明するように、上部開創器環１４及び下部開創器環１６が腹壁２６
の両側上に配置された際、開創器シース１８は、切開口２８の壁により付与されている圧
力に対抗して、その楕円形を中央本体部分４４に沿って保持するよう張力がかけられる。
切開口２８をその理想的な形状に変形させて、上述したようなシールアセンブリ１２と協
働したアクセス及び使用を助けるのは、開創器シース１８の楕円形の形状の中央本体部分
４４の剛性である。
【００２６】
　より詳細には、開創器シース１８の楕円形の形状の中央本体部分４４により、下部開創
器環１６が切開口２８内に配置されて、開創器シース１８の中央本体部分４４の長さ寸法
２２が、切開２８の長さ寸法に対して９０度で切開口２８内に配置され、切開口２８がそ
の最大形状に拡張された際、創傷内の開創器１０の安定性が最大となって、切開口２８内
での開創器１０の回転が防止及び／又は低減される。
【００２７】
　好ましい実施形態によれば、また図７、図８及び図９を参照すると、開創器シース１８
の中央本体部分４４の卵形は、以下を考慮して構成される：
　ここで、
　Ｌ＝最初の切開長
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　ｄ＝切開方向に直交する切開開口部の幅
　Ｄ＝切開方向に平行な切開開口部の幅
　Ｐ＝切開開口部の周囲である。
【００２８】
　退縮パフォーマンスは、一般に、開創器１０が形成できる切開開口部３６の形状として
定義される。切開開口部３６が退縮される際、開口部は一般に楕円形の形状を形成する。
楕円形は、２つの幅寸法（又は個人の見地に応じて、幅及び長さ寸法）、即ち小さい「ｄ
」（切開方向に直交する切開口の寸法）及び大きい「Ｄ」（切開方向と平行な切開口の寸
法）により定められる。楕円形の周長は、「ｄ」と「Ｄ」の関数として表すことができる
。
【数２】

【００２９】
　最初の切開口２８の長さは、その長さが楕円形の周長を確立するため、切開口２８によ
り画定され得る楕円形の寸法を決定する。楕円形の周長は、最初の切開長の２倍に実質的
に等しい。したがって、切開長は、小さい「ｄ」と大きい「Ｄ」との間の関係を確立する
のに使用することができる。
【数３】

【００３０】
　小さい「ｄ」がその最大値（「ｄｍａｘ」）に到達した際、その最大値は最小値におけ
る大きい「Ｄ」（「Ｄｍｉｎ」）と等しく、楕円形の周長に関する等式は、円の周長（円
周）に関する等式：
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【数４】

　となる。
【００３１】
　本発明によれば、開創器１０のパフォーマンスは、切開開口部の寸法に基づき評価され
る。開創器１０のパフォーマンスは、切開開口部の形状が、円形に近づく場合に、即ち、
「ｄ」が「Ｄ」とほぼ同一である場合に最高に評価される。この点を考慮して、本開創器
１０は、その寸法である小さい「ｄ」及び大きい「Ｄ」が収束して互いに等しくなる（最
大の小さい「ｄ」が、最小の大きい「Ｄ」と等しい）、退縮された切開開口部を形成する
よう設計されている。
【００３２】
　本開創器１０は、切開口２８を円形に近づく形状に引き伸ばす一方、切開壁の圧力下で
圧縮された際に同様に変形して円形の形状に近づくよう設計された、楕円形の断面を示す
開創器１０を提供することによって、切開口２８を実質的に円形形態に引き伸ばす目標を
達成している。したがって、開創器シース１８の楕円形の断面は、実質的に異なる長さ寸
法と幅寸法を有する。開創器シース１８の長さ寸法２２を切開の方向と直交するよう配向
させ、開創器シース１８の幅寸法２４を切開の方向に沿って配向させて切開開口部３６内
に配置する際、切開口２８の壁による開創器シース１８の圧縮は、開創器シース１８の長
さ寸法２２を低下させ、開創器シース１８の幅寸法２４を増大させるであろう（図６参照
）。当業者は、次に開創器シース１８の寸法及び剛性が、切開口２８の小さい「ｄ」及び
大きい「Ｄ」が互いに等しくなるよう収束し、それにより円形の切開開口部を形成するよ
うに最適化され得ることを確実に理解するであろう。
【００３３】
　以前に定義したように、切開長は、切開開口部３６の周長を確立する。既知の周長によ
り、小さい「ｄ」と大きい「Ｄ」との関係も確立され得る。したがって、小さい「ｄ」及
び大きい「Ｄ」の限界は、典型的な切開長の寸法に依存するであろう。式３から、小さい
「ｄ」に関する最大値（「ｄｍａｘ」）、及び大きい「Ｄ」に関する最小値（「Ｄｍｉｎ
」）を、切開長から計算することができる。以下の表に、数個の典型的な切開長に基づく
「ｄｍａｘ」及び「Ｄｍｉｎ」の計算値を列挙する。

【表１】

【００３４】
　小さい「ｄ」の範囲はゼロと「ｄｍａｘ」との間であってもよく、一方、大きい「Ｄ」
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の範囲は「Ｄｍｉｎ」と切開長との間であってもよい。楕円形開創器１０に関する最初の
開始寸法は、切開口の周長（開創器１０の周長）の標的値と、小さい「ｄ」又は大きい「
Ｄ」のいずれかの開始値とに依存するであろう。以下に、楕円形開創器１０デバイスの設
計の例を示す。
【００３５】
　切開長の多様な範囲を収容するために、可能な開創器の設計は公称切開長を標的として
もよく、この切開長は、上記の表中では７．０ｃｍであり、周長は１４．０ｃｍとなる。
考慮するべき他の設計要素は、切開開口部内での開創器１０の配置が妨げられないような
、大きい「Ｄ」の値である。小さい切開寸法のための開創器１０の配置を容易にすること
を助けるために、大きい「Ｄ」の可能な値は５．０ｃｍであってもよく、これは上記の表
中の最小切開長を表す。式２を使用して、小さい「ｄ」を計算することができる。以下の
計算は、開創器の周長１４．０ｃｍ、及び大きい「Ｄ」５．０ｃｍに基づく楕円形開創器
の設計の例を示す。
【数５】

【００３６】
　実際には、最初に切開口２８を形成し、切開口２８の上方に開創器１０を配置すること
により、開創器１０及びシールアセンブリ１２の残りの部分を個々の患者の腹壁２６に固
定する。その後、開創器１０の下部開創器環１６を体腔３０内に挿入し、ここで腹壁２６
は上部開創器環１４と下部開創器環１６との間にある。上部開創器環１４と下部開創器環
１６とが切開口２８の外部と内部との間に延びるときの上部開創器環１４と下部開創器環
１６との間の張力は、開創器シース１８の中央本体部分４４内に相当の剛性を形成し、そ
れにより切開口２８は、以下により詳細に説明するように、切開口２８の退縮が最適とな
るよう引き伸ばされることができる。次に、シールアセンブリ１２のシールキャップ３２
を、開創器１０の上部開創器環１４に接続する。本発明の好ましい実施形態によれば、上
部開創器環１４には、開創器１８をシールキャップ３２に固定するために、シールキャッ
プ３２の側壁４２内の凹所４０と係合するよう成形されかつ係合する寸法を有する一連の
弾性ラッチ部材３８が設けられている。当業者は、開創器をシールキャップに固定するた
めに様々な機構が利用できることを確実に理解するであろう。そのような連結構造の例は
、参照により本明細書に組み入れられる、「分離可能な取り付け環を有する手補助下腹腔
鏡シールアセンブリ（HAND ASSISTED LAPAROSCOPIC SEAL ASSEMBLY WITH DETACHABLE ATT
ACHMENT RING）」と題された２００７年４月４日出願の、同一所有者の米国特許出願第１
１／７３０，９２２号に開示されている。
【００３７】
　より詳細には、手術部位は、従来の標準的な医療処置に従って、皮膚が確実に清潔かつ
乾燥状態であるように準備される。その後、切開部位を覆ってテンプレートを置き、滅菌
スキンマーカーを用いてテンプレート上に切開線を印す。当業者が理解するように、手袋
の寸法は、切開口２８の寸法を決定する。例えば、外科医の手袋の寸法が７の場合、６．
５～７．０ｃｍの切開口２８が通常適切である。その後、印された切開線に沿って切開口
２８を作る。その後、開創器１０及びシールアセンブリ１２の残りの部分を設置する前に
、外科医の手を腹部内に挿入することにより切開寸法が検証される。切開口が小さすぎる
場合、切開口は必要に応じてそれぞれの末端部において拡大されて、切開口の中心部分を
本シールアセンブリ１２の配置に関して維持する。その後、切開口２８を通して開創器１
０の下部開創器環１６を挿入する。個人の指を使用して、開創器１０の下部開創器環１６
を腹膜下に均等に取り付け、領域を掃いて、開創器１０が組織層の間に位置していないこ
とを確実にする。開創器シース１８、特に中央本体部分４４の形状に鑑みて、挿入に対す
る最小の抵抗は、長さ寸法２２が切開口２８の長さと実質的に平行に配向されるように、
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開創器１０を配向させることにより達成される。上部開創器環１４と下部開創器環１６と
は、腹壁２６の両側に配置される。切開口２８の外部と内部との間に延びるときの上部開
創器環１４と下部開創器環１６との間の張力は、開創器シース１８に相当の剛性を形成し
、それにより切開口２８は、以下により詳細に説明するように、切開口２８の退縮が最適
となるよう引き伸ばされることができる。次に、開創器１０を９０°回転させ、それによ
り開創器シース１８の中央本体部分４４の長さ寸法２２が、切開口２８の長さに直交する
よう配向される。この配向は、中央本体部分４４が切開口２８の小さい「ｄ」寸法を拡大
して、創傷をその最大形状に拡大し、また開創器１０の安定性を最大にして、切開口２８
内での開創器１０の回転を防止又は低減するように、開創器シース１８の中央本体部分４
４を配向する（図６参照）。
【００３８】
　その後、シールキャップ３２を開創器１０の上部開創器環１４に取り付け、シールアセ
ンブリ１２が、圧力を維持しながら患者の腹部に固定されていることを確実にするよう調
整する。
【００３９】
　当業者は、本開創器の根底にある概念が、固定長の又は調整可能な長さを有する開創器
に適用できることを、確実に理解するであろう。いずれの場合も、開創器は、安定性及び
圧力を維持するために、腹壁の厚さに合ったものでなければならない。
【００４０】
　以上、好ましい実施形態を示し、説明してきたが、こうした開示によって発明を何ら限
定しようとするものではなく、寧ろ発明の趣旨及び範囲に含まれるすべての改変及び代替
的構成を網羅しようとするものであることが理解されるであろう。
【００４１】
〔実施態様〕
　　（１）　腹腔鏡手技に使用するための開創器において、
　上部開創器環と、
　下部開創器環と、
　前記上部開創器環と前記下部開創器環との間に延びて、医療手技中に器具又は開業医の
手が通過し得る管状の通路を形成する開創器シースと、を備え、
　前記開創器シースが、前記下部開創器環と前記上部開創器環との間に延びる楕円形の通
路を含む、開創器。
　　（２）　前記上部開創器環が剛性である、実施態様１に記載の開創器。
　　（３）　前記上部開創器環が円形である、実施態様２に記載の開創器。
　　（４）　前記上部開創器環が円形である、実施態様１に記載の開創器。
　　（５）　前記下部開創器環が可撓性である、実施態様１に記載の開創器。
【００４２】
　　（６）　前記下部開創器環が楕円形である、実施態様１に記載の開創器。
　　（７）　前記下部開創器環が円形である、実施態様１に記載の開創器。
　　（８）　前記下部開創器環が楕円形である、実施態様５に記載の開創器。
　　（９）　前記下部開創器環が円形である、実施態様５に記載の開創器。
　　（１０）　前記楕円形の通路の周長（Ｐ）が、その小さい直径（ｄ）及びそのより大
きい直径（Ｄ）の関数として、以下の式：
【数６】

　で表される、実施態様１に記載の開創器。
【００４３】
　　（１１）　腹腔鏡手技に使用するための開創器を有するシールアセンブリにおいて、
　シールキャップと、
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　前記シールキャップに固定された開創器であって、前記開創器が、
　　上部開創器環と、
　　下部開創器環と、
　　前記上部開創器環と前記下部開創器環との間に延びて、医療手技中に器具又は開業医
の手が通過し得る管状の通路を形成する開創器シースと、
　を含む、開創器と、を備え、
　前記開創器シースが、前記下部開創器環と前記上部開創器環との間に延びる楕円形の通
路を含む、シールアセンブリ。
　　（１２）　前記上部開創器環が剛性である、実施態様１１に記載の開創器を有するシ
ールアセンブリ。
　　（１３）　前記上部開創器環が円形である、実施態様１２に記載の開創器を有するシ
ールアセンブリ。
　　（１４）　前記上部開創器環が円形である、実施態様１１に記載の開創器を有するシ
ールアセンブリ。
　　（１５）　前記下部開創器環が可撓性である、実施態様１１に記載の開創器を有する
シールアセンブリ。
【００４４】
　　（１６）　前記下部開創器環が楕円形である、実施態様１１に記載の開創器を有する
シールアセンブリ。
　　（１７）　前記下部開創器環が円形である、実施態様１１に記載の開創器を有するシ
ールアセンブリ。
　　（１８）　前記下部開創器環が楕円形である、実施態様１５に記載の開創器を有する
シールアセンブリ。
　　（１９）　前記下部開創器環が円形である、実施態様１５に記載の開創器を有するシ
ールアセンブリ。
　　（２０）　前記楕円形の通路の周長（Ｐ）が、その小さい直径（ｄ）及びそのより大
きい直径（Ｄ）の関数として、以下の式：
【数７】

　で表される、実施態様１１に記載の開創器を有するシールアセンブリ。
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